様式第１号（第９条第１項）

茨城県小規模企業支援融資（新分野進出等支援分）認定申請書

年　　　月　　　日
　
　（認定機関の長）　　　　　　　殿
個人名・法人名                     
代表者　　　　　　　　　印
現住所
県内事業所の所在地
連絡先電話
下記により融資を受けたいので、融資条件等の認定を申請します。
記

１　業　　種　　　　　　　　（主たる事業内容）
２　資 本 金
３　従 業 員（パートを除く）　　　　　人
４　営業開始　　　　　年　　　月から
５　県内事業所における営業　　　　　年　　　　月から
６　融資の申込内容
　(1) 融資対象（※該当する番号に○印を記入）

①新分野進出　②事業転換　③業態転換　④事業拡大　⑤海外展開　⑥脱炭素化
※運転資金の申込みは、融資対象①から⑤までに限る。
(2) 事業計画における脱炭素効果の有無（※該当する番号に○印を記入）（注）
①有　　　　　②無
(3) 申請金額　　　　　　千円（内訳）設備　　　　　千円・運転　　　　　千円

(4) 融資期間　設備　　　年　　　月（うち据置期間　　　年　　　月）
　　　　　　　　運転　　　年　　　月（うち据置期間　　　年　　　月）
(5) 融資利率　年　　　　パーセント（保証無　年　　　　パーセント）

(6) 返済方法　元金均等割賦
(7) 融資を受ける時期　　　　　　年　　　　月
(8) 融資希望金融機関　　　　　　銀行・信用金庫・信用組合　本・　　　　支店

(9) 資金使途（具体的に）
（注）

脱炭素効果の有無については、本融資における設備資金の申込みの有無に関わらず、添付する事業計画において、

・再生可能エネルギー関連設備の導入

・省エネ性能の高い事業用設備の導入（設備の入替を含む。）

・事業所の省エネ改修
等

を伴う場合は、「有」とする。また、事業計画が、

・脱炭素に資する事業分野への進出や事業転換に関するもの

・脱炭素に資する製品の研究開発や製造に関するもの

である場合においても、「有」とする。
添付書類

１　許認可等の必要な業種にあっては、許可証等の写し

２　県税納税証明書（県税に未納がないことを証する納税証明書）

３　設備資金にあっては、見積書又は契約書の写し

４　事業計画書（添付様式）

※次に掲げる計画を実行するために融資を受けようとする場合には、認定等を受けた当該計画書及び認定書等の写しを添付することで事業計画書（添付様式）を省略することができる。
・中小企業等経営強化法に基づき国の認定を受けた経営力向上計画、県の承認を受けた経営革新計画又は市町村の認定を受けた先端設備等導入計画
・国等の補助事業の採択を受けた事業計画
添付様式

茨城県小規模企業支援融資（新分野進出等支援分）事業計画書

年　　月　　日　

個人名・法人名

代　　表　　者　　　　　　　　　　　　印　
１　現在の事業状況（事業内容、業況、課題等を踏まえて記載してください。）
	


２　融資対象となる事業内容
	区　分
	①新分野進出 ②事業転換 ③業態転換 ④事業拡大 ⑤海外展開 ⑥脱炭素化
※該当する区分を〇で囲むこと

	事業内容
※該当する区分に沿って詳細に記載すること。
	

	開始時期
	令和　　　年　　　月　予定


３　設備・運転資金計画
	
	資金使途（具体的に）
	金額（千円）
	返済期間
	調達先（金融機関名等）

	設備資金
	
	
	カ月
	

	運転資金
	
	
	カ月
	

	その他
	（本件以外の資金調達がある場合に記入）

	
	カ月
	

	計
	
	－
	－


※設備資金（本件による資金調達がある場合）、その他（本件以外の資金調達がある場合）に記載した資金使途のうち、脱炭素化に資する設備が含まれる場合には、「４　事業計画による効果等」に、脱炭素化に資する設備導入により得られる効果を記載する。
４　事業計画による効果等
（1）事業実施により期待できる成果等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	


（2）脱炭素化に資する設備について

	①設備の内容
	

	②設備導入の経緯
	□　新規導入
□　既存設備の入替・更新

（入替・更新の対象となる既存設備の導入時期：　　　　　年　　　　月）

	③設備導入により得られる効果
	


※設備のパンフレット、仕様書等の該当箇所の写しを添付すること。
様式第２号（第９条第２項）

茨城県小規模企業支援融資（新分野進出等支援分）認定書

記号第　　　　　号　

年　　　月　　　日　
（申　請　者）　　殿

（認定機関の長）　　印　

年　　月　　日付けで申請のあった茨城県小規模企業支援融資（新分野進出等支援分）について、融資条件等に該当することを認めます。
記

１　融資対象（※該当する番号に○印を記入）

①新分野進出 ②事業転換 ③業態転換 ④事業拡大 ⑤海外展開 ⑥脱炭素化
※運転資金の申込みは、融資対象①から⑤までに限る。

２　事業計画における脱炭素効果の有無（※該当する番号に○印を記入）
①有　　　　　②無

３　申請金額　　　　　　　千円（内訳）設備　　　　　千円・運転　　　　　千円

４　融資期間　　設備　　　年　　　月（うち据置期間　　　年　　　月）
　　　　　　　　運転　　　年　　　月（うち据置期間　　　年　　　月）
５　融資利率　　年　　　　パーセント（保証無　年　　　　パーセント）

６　返済方法　　元金均等割賦
７　資金使途
（注）１　この認定書にかかわらず、取扱金融機関の審査の結果、融資を受けることが適当でないと認められるときは、融資を受けられないことがあります。
２　取扱金融機関により融資を受けることができる場合であっても、この認定書に記載された融資条件等の範囲内で、融資金額、融資期間等の融資条件等が変更されることがあります。
　　　　　また、この認定書に記載された融資条件等以外の融資条件等については、要項に記載されたもののほか、すべて取扱金融機関又は保証協会所定の条件によることとなります。

３　この認定書の有効期間は、概ね１か月です。

